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気候変動下の都市における戦略的災害リスク
低減手法の開発
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水害リスクを踏まえた建築・土地利用と
その誘導のあり方に関する研究（令和元〜３年度）

建築対策部分に関する研究成果を「建築研究報告 No.153」として公開
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Ⅰ. 建築物の浸水リスクと
浸水被害
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都市における水害の激甚化・頻発化
ここ数年、大水害が相次いでおり、地球規模
での気候変動の影響が危惧されている
こうした状況を受けて、これまで主に土木分
野で治水事業として担当していた水害対策に
ついて、建築･まちづくり分野でも知識を蓄
え、対処することが必要となってきている

令和元年東日本台風

出典：国土地理院資料

平成30年西日本豪雨

出典：倉敷市資料

平成27年関東・東北豪雨

出典：国土交通省資料

令和2年7月豪雨

出典：国土交通省資料

近年の都市部での水害の例
被災家屋棟数は内閣府調べ
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転換点としての令和元年東日本台風
• 水害発生状況（2019/10/12上陸。国交省調べ）
• 豪雨により、極めて広範囲にわたり、河川

の氾濫やがけ崩れ等が発生（死者90名）
• 住家の全半壊等4,008棟、浸水70,341棟

• 都市における被害
• 市街地での被害の多くは内水と中小河川
• 阿武隈川、千曲川等での氾濫被害あり

• 社会的インパクト
• 川崎市のタワーマンションの停電被害、世

田谷区多摩川の越水等の大都市被害に関心
• 流域治水への転換、水害保険料率の議論、

宅建業法の重要事項説明、等の動きを促進
• 政策対応（国交省検討会）
• 「建築物における電気設備等の水害対策の

あり方」に関する検討会 ←タワマン問題
• 「水災害対策とまちづくりの連携のあり

方」検討会

写真 長野市豊能地区

写真 タワーマンションの浸水被害
（パークヒルズ武蔵小杉ＳＦＴ管理組合提供）
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洪水
（数字は住家被害） 法・制度 行政 学会 住宅業界

2018年
（平成30年）

•７月︓西日本豪
雨（50,470棟）

2019年
（令和元年） • 10月︓台風19号

（101,673棟）

•7月︓国交省､不
動産関連業界に
依頼｢水害リスク情
報提供｣

•２月︓一条工務店「耐
水害住宅」公開実験
（浸水防止仕様）

2020年
（令和2年）

•７月︓九州豪雨
（16,599棟）

•６月︓都市再生特
措法･都市計画法
改正（｢防災指針｣､
開発許可厳格化）
•７月︓宅建業法施
行規則改正（ハ
ザードマップが重要
説明事項に）

•6月︓建築物にお
ける電源設備等
の浸水対策ガイ
ドライン
•7月︓社会資本整
備審議会答申「流
域治水への転換」

•１月︓土木学会
提言（｢多段階リ
スク明示型浸水想
定図｣
•６月︓学術会議
＆建築学会提言
（建築分野の水害
対策技術開発の進
展を促す）

•１月︓水災リスクを料
率に反映した火災保険
発売（楽天損保）
•10月︓「耐水害住宅」
公開実験（浮上仕様）

2021年
（令和3年） •８月︓令和3年8

月豪雨
（8,209棟）

•４月︓流域治水関
連法成立

•5月︓水災害リス
クを踏まえた防
災まちづくりの
ガイドライン

•7月︓住団連｢住宅にお
ける浸水対策の設計の
手引き｣

2022年
（令和4年）

•6月︓金融庁「火
災保険水災料率に関
する有識者懇談会」
報告書

2023年
（令和5年）

建築・都市関連分野における水害対策の取組み
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国土交通省資料

出典：国土地理院資料

出典：倉敷市資料

•11月︓浸水被害防
止区域「安全な構
造方法」告示



水害による建物の損傷（戸建て等）
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洪水による建築物の被害の例（集合住宅）
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機械式駐車場と浸水被害 エレベーターと受水槽 受変電設備

下段： H28マンション管理適正化・再生推進事業報告書

•これまでの被害：機械式駐車場、エレベーターピット等

•新たな被害：電気設備（受変電施設等）、給排水（受水槽､貯留槽､ポンプ等）

など



水害に伴う生活･建物への影響（マンション）
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資料／国土交通省水管理・国土保全局「わかりやすい洪水・渇水の表現検討会（平成15年）第1回検討会資料」



建築物に被害をもたらす洪水の種類 14

一般に左ほど建築物の被害は大きい

出
典
：
安
城
市
「
防
災
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」

集中豪雨による内水氾濫水路･支川等の氾濫主要河川の外水氾濫

流下型氾濫
（令和2年7月豪雨の球磨川等）

貯留型氾濫
（平成30年西日本豪雨の真備等）

拡散型氾濫
（平成27年関東・東北豪雨の鬼怒川等）



降雨量の変化と水害被災家屋棟数の推移
気象庁「気候変動監視レポート」に
よれば、日降水量ベース、１時間降
水量ベースでの豪雨は増大傾向
一方、国土交通省「水害統計調査」
によれば、水害による被災家屋棟数
自体は減少傾向
両傾向の違いは、治水事業の進展
（河川及び下水道の整備）で説明
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建築物（住宅）の被災実績（水害統計）
16

被害棟数自体は1990年代より減って
いるが、床上1m超の浸水被害が増大
長期的には、床上50cmないし1m未

満の被害が殆どであり、一応の建築
的対応の目安と考えられるのでは
なお、大都市部では内水氾濫の割合、

床上50cm未満の被害の割合が高い

図 被災家屋棟数の被害区分別の推移 （国土交通省水害統計による）
外水氾濫・内水氾濫別（1993年〜）

100cm以上割合床上100cm以上及
び半壊・全壊割合
（5年移動平均）
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Ⅱ. 浸水リスクに応じた
建築物の浸水対策
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17
キュービクルの嵩上げ

（郡山市内）
敷地周囲への止水壁

（郡山市内）
止水板の設置

（常総市役所）

建築物における電気設備の浸水対策ガイドラインより



米FEMA 独BBSR

欧米での動向

建築レベルでの水害対策について、政府
機関・研究所等により、検討結果の報告
書や解説書が発刊
浸水被害に遭った建物の修復方法

浸水に強い建材、浸水防止に資する部材

減災のための設計等の工夫と建物の耐水化の手法

最近の英国の発刊図書
Edward Barsley
Retrofitting for Flood Resilience: A Guide to Building & 
Community Design

仏CSTB

建築物の水害対策に関する欧米での状況

戸建て木造が多く、耐
震の考慮も要する日本
とは状況は異なる？
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建築物の水害対策の検討手順
建築物の水害対策の考え方は、おおまか次の通り

1. 対策目標浸水深の設定
敷地の浸水リスクを踏まえて、対策の対象となる浸水深（高さ）を
段階的に設定する（極端な水害や日常的な水害のみを考慮しない）

2. 浸水対策目標の確定
各対策目標浸水深に対して、浸水対策の目標を定める。 「在館者の
生命を守る」 「水害時にあっても建築物の機能を（一定程度）継続
する」「早期復旧を可能とする」「財産被害減らす」等

3. 浸水対策手法の検討
各対策目標浸水深に対して設定した浸水対策目標を可能とする手法
を検討する。「水の侵入を防ぐ」「避難場所･避難経路･避難手段を
用意する」「重要な設備･高価な什器･避難困難者が利用する室の設
置階･設置高さを上げる」「浸水に強い材料を用いる」等

19



想定浸水深と被災家屋棟数の比較

20

浸
水
想
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よ
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浅
い
被
害
が
多
い

国土交通省住宅局推計資料より作成 国土交通省 水管理・国土保全局
水害統計調査
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数字は床下浸水の割合（%）数字は床下浸水相当の割合（%）
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国土交通省（2020）「社会資本整備審議会住宅宅地分科会勉強会」：
「第３回 資料６ まちづくりを巡る状況について」（16p）

浸水想定区域図の想定浸水深よりも、実際は小さな浸水被害が多く、資産
被害の低減の観点からは、低頻度の大きな想定にとらわれて思考停止する
よりも、頻度の高い想定に対してできる対策を講じることが重要

被害区分別の被災家屋棟数
（2001-2020年累計）

想定浸水深別の浸水想定区域内
住宅居住世帯数（計画規模）
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建築における段階的な浸水対策の提案
建築学会提言では、洪水の浸水深と再現期間（頻度）に応じ
て、対策の目標を段階的に設定する考え方が提示されている
実際に各地区でのこうした浸水特性は、地形や治水整備の実
施状況等によって異なる

図 日本建築学会提言に示された考え方（2020.6）
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シナリオ別の配慮事項と課題の例
a.修復容易
•排水､壁・床の解体､洗浄､乾燥等の作業が容易
•設備・機器等はなるべく上に
•道連れ工事を避ける（見切り・壁勝ちの納まり等）

b.戻って最低限の生活が可能
•２階浴室（＋公室？）等の計画上の配慮
•ライフラインの確保、設備は日常使えるものを優先？

1.生活回復（修復容易・戻れる）

2.資産を守る（建物内への浸水を防ぐ）

建物防水

基礎による嵩上げ（高基礎）敷地の嵩上げ

止水（防水）壁

a.敷地での対応
・門・アプローチとの関係
＜敷地嵩上案＞
・地盤の耐震性との関係
＜止水壁案＞
・敷地内の降雨の排水（ポンプ等）

・排水溝等を通じた浸入対策

b.建物での対応
＜高基礎案＞
・アクセスのバリアフリー
・重量増対応（地盤等）
＜建物防水案＞
・壁・基礎・継ぎ目の止水対策

・開口部・換気孔、配管内・配線
廻り等の対策
・浮力対策
・継続的な性能維持

＜浮上・流出防止案＞も

3.生命の安全性の向上
←避難前提､保証は難しい？
a.壊れない
・想定する外力に対して安全

b.生存空間の確保
・想定する外力に対して安全、
・感電・スリップ、爆発防止

c.生存空間にアクセス容易
・被災のタイムライン・居住者の想定

22



都市計画や施設計画と多段階リスク
英国の都市計画の土地利用規制では、対象地において浸水が想定される頻度
と土地利用･施設の水害脆弱性に応じて、適否を判断する考え方がとられる
日本でも、浸水が想定される頻度に応じて、対策を考える方向性にある

23

出典︓木内望「英国の開発審査手続きにおける洪水リスクの扱いに関する
事例調査」都市計画都市計画報告集 18 (1)、pp.98-105、2019.6

（低確率）

（中確率）

（高確率）

英
国
の
開
発
規
制
に
お
け
る
洪
水
リ
ス
ク
の
考
慮

文部科学省「水害リスクを踏まえた学校施設の水害対策の推進に向けて」中間報告(概要)､2022.6

学
校
施
設
の
水
害
対
策
の
議
論

廃棄物処理施設の浸水対策の考え方
環境省廃棄物適正処理推進課「廃棄物処理
施設の耐震・浸水対策の手引き」2022.11



さまざまな水害リスク情報
重ねるハザードマップ
https://disaportal.gsi.go.jp/maps/

身のまわりの災害リスクが調
べられる。洪水・土砂災害・
高潮・津波のリスク情報、道
路防災情報、土地の特徴・成
り立ちなどを地図や写真に自
由に重ねて表示。
浸水ナビ
https://suiboumap.gsi.go.jp/
①どの河川のどこの地点が決
壊（破堤）したら、自宅や会
社などが浸水するのか、②堤
防決壊（破堤）後、どこが・
いつ・どのくらい浸水するか
の変化、③大雨の際に、どこ
の水位観測所の情報を見てお
けば良いのか、等がわかる。

24

https://disaportal.gsi.go.jp/maps/
https://suiboumap.gsi.go.jp/


多段階浸水想定区域図 25

国土交通省「水害リスクマップ及び多段階の浸水想定図一覧」HPから閲覧可能
https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/risk_map.html

https://www.mlit.go.jp/river/kasen/ryuiki_pro/risk_map.html


国土交通省土地・水資源局資料
（令和３年度予算概要書）

水害リスクマップ 26



浸水エリアでの居住に関する諸々の懸念

想定最大規模の浸水想定区域図（ハザードマップ）は防災情報としては
ともかく、建築対策の前提としては思考停止を招きやすい

27

江戸川区ハザードマップ

https://www3.nhk.or.jp/news/special/saigai/select-
news/20191203_01.html

NHK：多摩川沿い なぜ“浸水エリア”に新築
が… 徹底分析しました

https://www3.nhk.or.jp/news/special/saigai/select-


水災害リスクを踏まえた防災まちづくりのガイドライン

現在公表されている浸水想定区域図は、
前述のように水災害時の円滑かつ迅速な
避難を確保することを目的に作成されて
いる。そのため、例えば、想定最大規模
では浸水深が10.0ｍ以上となる地域や都
市全域が洪水浸水想定区域となるなど、
非常に深刻な浸水想定となったり、複数
の堤防決壊点を設定し浸水範囲・浸水深
の最大包絡を設定するという洪水浸水想
定区域図の性質上、「近くの堤防が決壊
した場合に浸水深が大きい地域」と「地
形的に水が集まりやすいため浸水深が大
きい地域」の差が見えないなど、土地の
相対的なリスクの違いが見えにくくなる
など、都市的な土地利用や居住の誘導な
どの防災まちづくりの検討に活用が難し
い場合がある。

28



建物内への浸水を防ぐには
 対象となる浸水深よりも上で、建物を取り囲む「水防ライン」を設定
 水防ラインの構成要素（壁面・開口部・貫通部・その接合部等）での止水措置

（建物存続期間内で､日常の使用や地震動に対し、その性能を維持できることが必要）
 水防ライン外側の設備等は、対策目標とする浸水深よりも高所に嵩上げ
 加えて、比較的軽量の戸建て住宅等は、浮力の影響を受けないことが必要
 大きな流速や長時間の浸水に対しては、その他の配慮が必要

29

対策の前提
として設定
する浸水深
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水
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外
機
等

貫通部(配線･配管)
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Ⅲ. 建築物の浸水対策案の試設計に
基づくその費用対効果の検討

30

仏ＣＳＴＢ資料より 独ＢＢＳＲ資料より



検討内容と手順
木造戸建住宅の新築、既存マンションの改修、RC造建物１階

への事業所の入居の３つの建築形態・場面について検討した
（詳細は「建築研究報告 No.153」参照）

1. 検討の前提条件等の整理︓浸水被害や浸水対策の調査に基づく
2. 基準案の検討と試設計︓浸水対策を講じない標準的な案
3. 浸水対策案の検討と試設計︓基準案に対する代替案
4. 浸水対策費用の算定︓基準案と浸水対策の建築等のコストを試算

し、その差額とする
5. 浸水対策の効果の推算︓基準案と浸水対策案の浸水時の建物の修

復費用及び動産の被害額を浸水深別に推計し、差分をとる
6. 年平均被害軽減期待額の算定︓浸水事象の頻度を考慮し、最大浸

水深別の氾濫発生の生起確率に基づき算定
7. 浸水対策費用の期待回収年数の計算と比較︓浸水対策に必要な費

用を年平均被害軽減期待額で除することで計算

31



浸水対策の費用対効果の算定 32

費用対効果（B/C）︓追加的費用支出の回収見込み年数
浸水対策に関わる
追加的支出費用

浸水対策の期待
回収見込み年数 ＝ ÷

水害時の現状復旧
費用の低減見込み額

費用
浸水対策に関わる
追加的支出費用

＝
対策実施時の
工 事 等 費 用

対策未実施時
の工事等費用

－

効果

Σ
浸水レベル

浸水対策未実施時
の原状復旧費用

浸水対策実施時
の原状復旧費用

－
水害時の原状復旧
費用の低減見込額

＝ 発生
確率

×（ ）

確率区間ごとに算出した期待値を合計

国土交通省「治水経済調査マニュアル（案）」の考え方に
従って、建物レベルでの浸水対策の費用対効果（B/C）を検討
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発生頻度の考慮等にあたって滋賀県データの利用
計画規模や想定最大規模の浸水想定区域図では不可能な、期待被害額の算定
を、滋賀県「地先の安全度マップ（相当）」の多段階の浸水想定に基づき計算

http://shiga-bousai.jp/dmap/top/index
（確率年別の最大浸水深を日本で唯一公開）

図 滋賀県「地先の安全度マップ」
図 対象メッシュの生起確率年別

最大浸水深の割合

対象メッシュは、２年確率の最大浸水深が50cm未満、
200年確率で50cm以上、世帯数１以上、の条件で抽出
（全14,231メッシュ。内7,623メッシュが用途地域内）

 2年
10年
30年
50年

100年
200年
500年

1000年

〜25cm
〜50cm

〜75cm
〜100cm

〜125cm
〜150cm

〜200cm
〜250cm

250cm〜
0% 20% 40% 60% 80% 100%

生起確率年

最大浸水深
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http://shiga-bousai.jp/dmap/top/index


既存分譲マンションの水害対策
• マンションにおける浸水被害事例の多発
 タワマン地下電気設備の浸水等︓2019年台風19号

• 国交省︓電気設備の浸水対策ガイドライン
 内容は建物全体に準用可能︓2020.6公表。
 費用面には踏み込まず、対策目標水準が不明確

• マンションにおける浸水対策工事
 費用対効果の情報は合意形成に重要（報告なし）

→ 浸水対策改修の費用対効果を検討
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検討のシナリオ（設定条件） 36

脱着式止水板 水密扉水嚢
（武蔵小杉SFT） （文化シャッター）

郊外型タイプ

都心型タイプ

①集中豪雨による内水氾濫（軽度）
浸水深︓GL+30cm
浸水継続時間︓2hr. で想定

②水路・支川等の氾濫（中度）
浸水深︓GL+50cm
浸水継続時間︓12hr. で想定
（下水管逆流で排水ポンプ容量超過）

③主要河川の外水氾濫（重度）
浸水深︓GL+150cm
浸水継続時間︓24hr. で想定

マンションタイプ 止水対策

浸水シナリオ

住戸数／65戸
階数／地上14階、地下階あり
延べ面積／6,900㎡

住戸数／62戸
階数：地上7階、地下階なし
延べ面積／3,558㎡



都心及び駅周辺立地型の浸水経路詳細
各扉･開口部より以下の浸水経路

①エントランス→ 管理室＆ＥＬＶ
②開放廊下 → 階段（地下階へ）
③駐車場（ピット）
④店舗

⑤ドライエリア→ 地下換気口
⑥公共排水 → 雨水貯留槽（満水）
→ 点検口･排水口（逆流浸水）
→ 配管貫通部･連通管

②‘開放廊下に手摺壁を越えて浸水
④‘店舗ガラス面 → 店舗内部

地下階電気室 ＆ 受水槽･ポンプ室

軽
度
浸
水

重
度
浸
水

中
度
浸
水

①

②

③

④

⑤

⑥

②’

④’
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浸水経路と対策箇所の検討（シナリオ別）
38
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都心及び駅周辺立地型 郊外住宅地立地型
対策レベル 無対策 軽度対策 中度対策 重度対策 無対策 軽度対策 中度対策 重度対策

浸水対策費用概算 － 390 17,750 30,650 − 4,050 21,700 32,150

浸水レベル
に応じた概
算修復費用

重度以上 61,000 △390 0 0 95,000 △50 0 ▼46,800
重度浸水 61,000 △390 0 ▼56,500 95,000 △50 0 ▼46,800
中度浸水 28,000 ▼26,110 ▼28,000 ▼28,000 48,500 △50 ▼45,800 ▼46,000
軽度浸水 19,000 ▼17,110 ▼19,000 ▼19,000 25,000 ▼23,750 ▼24,000 ▼24,000

建物修復費用の
浸水深による変化

浸水対策費用と浸水時修復費用の概算
39

（単位：千円：浸水対策案は無対策との差分）
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浸水深別の修復費用
重度浸水対策（約3,065万円）
中度浸水対策（約1,175万円）
軽度浸水対策（約39万円）
対策無し
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重度浸水対策（約3,215万円）
中度浸水対策（約2,170万円）
軽度浸水対策（約405万円）
対策無し

（
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㋑全対策案効果
あり㋺軽･中度対策案
効果あり㋩軽度対策案の
み効果あり㋥全対策案効果
なし

㋑ 全対策案とも
効果あり

㋺ 軽･中度対策案
が効果あり

㋩ 軽度対策案のみ
効果あり

㋥ 全対策案とも
効果なし
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耐水化費用の平均回収期間

～10年 ～20年 ～30年 ～40年

～50年 ～60年 ～70年 ～80年

～90年 ～100年 100年～

郊
外
型

都
心
型

凡例

回収見込み期待年数の推算
各タイプのマンションが対象メッシュに立地すると仮定した場合
都心型で対策費用の回収が20年以内に期待できるメッシュの割合は、軽度

浸水対策では約8割、中度浸水対策では約1/4
郊外型では、軽度浸水対策費用が約７割、重度浸水対策でも1/2近く

↑主因はピット式駐車場

対策効果のタイプ別メッシュの浸水特性

 対策の効果があるメッシュの浸水特性から、
確率年30〜50程度の浸水事象が影響

都心型 郊外型

改修費用の回収年別メッシュ割合
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RC造建物１階の事業所の浸水対策の検討
41

止水板
（扉）

腰窓化
外壁を
RC壁に

止水板
（扉）

止水板
(室内)

腰窓化
外壁を
RC壁に

２次止水
区画を室
内に設定

機械類を
高所設置

通常案 対策案１ 対策案２

設計条件
• 都市部の築20年程度の高層集合

住宅（RC造）の１階店舗区画
• 沿道の歩道状空地に面する1面が

開口、他３面はＲＣ造の壁
• 床面高さは前面道路から20cm
業種
• 内装・設備費用を考慮して設定
• 不動産屋、小売店、レストラン、

歯科医院を想定
浸水シナリオ
• GL+50㎝､100㎝､150㎝で検討



二次止水
区画

一次
止水区画

止水板(室
内)

腰窓化

止水板
（扉）

RC造建物１階に入居する事業所の検討
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基準案
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区画

一次
止水区画

外壁をRC
壁に

機械類を高
所設置

浸水対策案２



ケース・シナリオの設定
止水板の設置に関するヒアリング結果を踏まえて、
外部出入口の止水板設置が間に合わない
設置したが（漂流物の衝突等で）破損等で機能しない

ケースも想定して費用対効果を算定（一部は期待値計算）
通常案 浸水対策案１ 浸水対策案２

止水対策なし Ａ

１次止水対策が機能 Ｂ Ｃ
出入口の止水板を設置
できる確率が50％※ B1 C1

出入口の止水板が機能
しない可能性を見込む※ C2
２次止水対策が機能
（１次止水は機能せず） Ｄ

※２次止水対策は機能
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対策案毎の被害額の算定 44

浸水深 浸水深

浸水深 浸水深
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１．事務所（不動産屋）   ２．物販店（小売店）  ３．飲食店（レストラン） ４．小規模診療所（歯科医院） 

追加的建築コストの回収見込み年数

ケースＢでは、歯科医院モデルで期待回収年数10年以内のメッシュが半数以
上、他モデルで３〜４割。歯科医院モデルはケースＣの費用対効果も高い
止水板が設置できない場合を見込む（ケースB1・C1）と、見込まない場合
よりも費用対効果が下がるが、止水板が機能しない場合（ケースC2）を見
込んでも費用対効果はあまり下がらない結果となった

〜10年 〜20年 〜30年 〜40年 〜50年 〜60年 〜80年 〜100年 100年〜
➊事務所（不動産屋） ➋物販店（小売店） ➌飲食店（レストラン） ➍小規模診療所（歯科医院）

浸水対策費用の回収期待年数別メッシュ割合
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3.(2)浸水対策の費用対効果等の分析
R3:費用対効果の分析（空間分布）

46

木造戸建て住宅の高床化（b3案）に
伴う追加費用の期待回収年数
（滋賀県近江八幡市内）
※滋賀県地先の安全度マップ相当データ利用

灰色は、市街化調整区域



浸水対策の誘導手法について

47

越谷レイクタウン 蘭ロッテルダム 英シェフィールド

出典︓UR都市再生機構資料



水害リスクに関わる建築・土地利用の規制・誘導関係の制度
48

土地
利用
・

建築
規制

土地
利用
・

建築
規制

計画
誘導
計画
誘導

市場
誘導
市場
誘導

規制区域規制区域

区域区分区域区分

地区計画地区計画
立地適正
化計画
立地適正
化計画
条例条例
要綱・
助成
要綱・
助成

規制緩和規制緩和

災害保険災害保険
重要事項
説明

重要事項
説明

住宅性能
表示

住宅性能
表示

分類分類

法律に基づき、
水害リスクの高
い区域における
土地利用や開発、
建築行為等を制
限

法律に基づき、
水害リスクの高
い区域における
土地利用や開発、
建築行為等を制
限

法定の計画制度
や、条例・任意
の取決め等によ
り、開発や建築
行為等を抑制・
誘導、水害リス
ク対策費用の補
助

法定の計画制度
や、条例・任意
の取決め等によ
り、開発や建築
行為等を抑制・
誘導、水害リス
ク対策費用の補
助

不動産・金融市
場における水害
リスクの適切な
明示・評価を通
じて間接的に対
策を促す制度・
仕組み

不動産・金融市
場における水害
リスクの適切な
明示・評価を通
じて間接的に対
策を促す制度・
仕組み

リスクのある区域での開発・建築行為を禁止・制限リスクのある区域での開発・建築行為を禁止・制限

リスクのある地域における市街化と開発行為を制限リスクのある地域における市街化と開発行為を制限

リスク対策を含めた地区単位のまちづくりルールに基
づいて土地利用や建築行為の内容を制限
リスク対策を含めた地区単位のまちづくりルールに基
づいて土地利用や建築行為の内容を制限
都市における人口減少・高齢化等を背景に、居住を誘
導する区域を設定するにあたりリスクを考慮
都市における人口減少・高齢化等を背景に、居住を誘
導する区域を設定するにあたりリスクを考慮
地方自治体が議決するルールにより公共と民間が取り
組むべき対策の内容を規定
地方自治体が議決するルールにより公共と民間が取り
組むべき対策の内容を規定
地方自治体が住民・事業者等の任意の協力に基づき、
リスク情報の提供や助言・指導、対策費用補助等実施
地方自治体が住民・事業者等の任意の協力に基づき、
リスク情報の提供や助言・指導、対策費用補助等実施
建築規制の緩和によるインセンティブ（誘因）により
防災施設の整備等を誘導
建築規制の緩和によるインセンティブ（誘因）により
防災施設の整備等を誘導

住宅・宅地の災害時の安全性について共通の評価規準
と表示方法を定めて市場取引の参考とする仕組み
住宅・宅地の災害時の安全性について共通の評価規準
と表示方法を定めて市場取引の参考とする仕組み

水害時の財産被害補償の掛け金（保険料）の料率を、
リスクの程度に応じて差異化して立地抑制・対策誘導
水害時の財産被害補償の掛け金（保険料）の料率を、
リスクの程度に応じて差異化して立地抑制・対策誘導
不動産取引時に当該物件におけるリスクの内容を重要
な説明事項とすることでの立地抑制・対策誘導
不動産取引時に当該物件におけるリスクの内容を重要
な説明事項とすることでの立地抑制・対策誘導

仕組み仕組み考え方考え方 水害リスクを考慮した規制・誘導の考え方水害リスクを考慮した規制・誘導の考え方

こ
こ
数
年
で
動
い
た

動
く
か
も

• 木内望（2019）「水害リスクを踏まえた建築・土地利用マネジメントに関する考察-土地利用・建築規制、計画誘導、
市場誘導に関わる制度の実態と課題-」都市計画論文集 Vol.54 No.3、pp.923-930



特定都市河川の指定事例（大和川上流）

出典：国土交通省大和川河川管理事務所資料
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2020年都市計画法・都市再生特別措置法改正
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図 土地利用に関するルールの案のイメージ

図 ポンプ増強による浸水想定区域の変化

地区計画制度による対応の例（矢口川下流部周辺地区）

写真 平成22年7月洪水による浸水状況

図 地区計画及び地区整備計画の区域
とT.P.9.8m以下の区域 出典：広島市都市計画課資料（右上図は国土交通省太田川河川事務所）

建築物の居室の床の上面高さを標高で制限（標高確認用に地区内で鋲打ち）

51

R7.3の法改正で、地盤面及び居室床面の高さを条例で建築確認の対象とできることに



よこはま防災力向上マンション認定制度
52



金融庁「火災保険水災料率に関する有識者懇談会」

出
典
：
金
融
庁
・報
告
書
概
要
版
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水害ハザードマップ情報の重要事項説明化 54



Ⅴ まとめ
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流域治水の考え方 56



建築･土地利
用での対策

①降雨

②河川等へ
の流出

③治水施設から
の溢水･越水

④氾濫拡大に
よる浸水･冠水

⑤建築物､農地､
インフラの被害

水害発生に至る段階別の対策 57

段階 対策とその例

ハ
ザ
ー
ド

脆弱性

暴露性

㋑流出抑制策
（雨水の浸透･貯留､グリーンインフラ等）

㋩計画的氾濫管理･土地利用管理
（霞堤､輪中､開発抑制､防災集団移転）

㋺治水施設整備
（河川･下水道､ダム･堤防･遊水池）

㋥戸別浸水対策･避難対策
（建築･施設の対策､避難経路･場所の整備）

総合
治水

流域
治水

「ながす」

「とどめる」

「ためる」

「そなえる」

滋賀県流域治水
政策での標語

リスクへの
理論的解釈

狭義の
治水

※ ㋥を㋑〜㋩の残余とは考えられない。堤防が耐えら
れない外力は、建物も耐えられない。→連携の必要



建築物の浸水対策の考え方と課題
基本認識
• 治水は、「一定以下の降雨量を河川区域内で安全に流せる」ための取組
• これ超えた降雨量では溢れることを前提に、建築･土地利用の対策を考える必要
• 建築での対策範囲は限られ、治水で対応できない分を建築で、は無理な場合も
• 「どこでどのように流れるか」→「どこでどのように（より安全に）流すか」の

議論の結果として、建築･土地利用の対策内容・区域が決まるのではないか

想定する外力と頻度に応じた、対策の段階的使い分け
• 個々の建物で対応する範囲と、地域・地区のレベルで対応する範囲
• 建物の用途や機能、建物内の室用途や設備、の重要度に応じた防護レベル
• 財産･機能を守る対策と、生命を守る対策のバランス
• 建築･土地利用規制や事業による対策と、誘導による対策、市場の活用

建築分野で求められること
• 技術開発と基準化︔建物・部材・設備等の各レベルで 「用語」も
• 治水政策との連携︔建築に役立つ情報。腰窓下程度の氾濫で抑えたい︖
• まちづくりとの連携; 氾濫範囲を限定した上で、そこに集中的な対策を
• 市場の基盤整備︔保険･金融､リスク＋対策情報（性能評価）、等
• 浸水後の復旧・復興における専門的知見の集約、提供
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ありがとうございました
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